法人市民税関係様式

法人設立・異動等申告書

	令和
年

月

日
	課　長
	係　長
	住民税係
	固定資産税係
	
	法人番号
	管理番号

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	令和　　年　　月　　日

　　　　受付印

上 山 市 長　様

次のとおり申告します。
	本　　店

所 在 地
	（〒　　　　－　　　　）

　　　　　　　　　電話　　　（　　　　）

	
	フリガナ
	

	
	法 人 名
	

	
	代表者氏名
	   

	
	設立登記
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	開 設・設 立 事 項 等
	事　業　年　度
	期末現在の

基本金等の

金　　　額
	資本の金額又は出資金額
	円

	
	月　　日から

月　　日まで　年 　回

月　　日から

月　　日まで
	
	
	

	
	
	
	合　　 計　　　額
	円

	
	
	主 た る

事業種目
	

	
	市 内 の

事務所等
	名　　　　称
	所　　在　　地
	設立年月日

	
	
	
	上山市

電話　　（　　　）
	・　・　　

	
	市 外 の

事務所等
	
	
	・　・　

	
	
	
	
	·  ・  

	
	申告期限延長（ 有・無 ）　　年　　月　　日～　　年　　月　　日の事業年度より　　ヶ月延長

	　　　上記事項に異動（変更）を生じた事項等
	異動（変更）した事項
	異動（変更）前
	異動（変更）後

	
	１．本店所在地の異動　※
２．事業年度の変更

３．資本等の金額の異動

４．商号変更

５．代表者の変更

６．事業目的の変更

７．支店等の（異動・廃止）
８．組織の変更

９．その他（　　　　　　）
	
	

	
	解　　散
	清算人
	住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（　　　　　　　　）

	
	合　　併
	被合併法　人　
	所在地

名　称

	
	事実発生年月日
	令和　　年 　月　　日
	関　与

税

理

士
	住　所

氏　名
	

	
	登 記 年 月 日
	令和　　年 　月　　日
	
	
	

	
	添付書類
	１．登記簿謄本１通

２．定款・議事録等の写１通
	
	
	

	
	
	
	
	電　話
	


この申告書は1通提出してください。控分の申告書と返信用封筒をあわせて提出した場合は、受付印を押してお返しします。
※　異動事項１の場合、旧の本店等は


市内に事業所等として（存続・廃止）








